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１．小規模の定義と山林面積の国際比較
　林業の経営規模は、一般に経営・管理面積の大小
で計ります。しかし、小規模林業（small-scale 
forestry）を定義する国際基準は存在せず、各国の
林業事情によって様々です。例えば、オーストリア
では、小規模林業を経営体あたり200ha未満と政策
上の定義がありますが、日本には定義はありませ
ん。ちなみに、１経営・管理主体当たりの山林保有
面積の平均は、オーストリアでは24ha（2016年）、
日本では6.7ha（2020年、１ha以上山林を保有する
林家）です。ただし、この日本の平均には0.1ha以
上１ha未満の林家が含まれておらず、実際にはも
う少し小さい値になります。また、国連欧州経済委
員会（UNECE）によれば、イギリスの私有林では
5.7ha、ドイツでは2.7ha、フィンランドでは27.8ha
（いずれも2015年時点）と報告されています（UN-

ECE and FAO, 2020）。このように、１管理主体当
たりの平均山林所有・保有面積をみると、日本や欧
州の一部の国では小さいのです。
　日本における山林の小規模な保有実態は、国際森
林研究機関連合（IUFRO）の小規模林業分科会（IU-
FRO3.08.00）が編集・刊行する国際学術雑誌
「Small-Scale Forestry」で零細規模（micro-scale）
と評価されています（Harrison et al., 2002）。この
議論は、同雑誌の2002年創刊号で、雑誌名とこの
雑誌が取り扱うべき範囲について議論した際に、
ヨーロッパ諸国は「小規模林業」が多くの国で適合
する一方、米国では私有林における植林が小規模で
はないため「小規模林業」は用いられず、また途上
国では「コミュニティ林業」として管理されるため
に、一人当たりの山林面積は小規模でも集合体として
の山林は小規模でない、といった文脈で登場しました。

２．小規模林業の研究意義と評価軸
　小規模林業は、学術研究における重要な論題の一
つです。本稿執筆時点で、前掲雑誌から687の論文
が出版済みですし、それ以外の林業を取り扱う国内
外の学術雑誌でも、小規模林業に着目した研究が多
数存在します。この根底には、山林管理・所有にお
ける規模の大小で事業環境や政策変化に対する受け
止めが異なり、当然、山林管理方針や政策上の取扱
いも異なる、という考えが共通しています（Snyder 
et al., 2019）。例えば近年では、欧州の小規模私有
林所有者の環境保全に関する意識の傾向を分析した
研究（Tiebel et al., 2022）や都市居住の小規模山林
所有者が農村をどう変化させうるかを分析した研究
（Keskitalo, 2020）、カナダ・ブリティッシュコロン
ビア州における小規模林業は地域の多様な価値観や

目標を反映し、住民参加による森林管理を促す存在
であると同時に、画一的な森林政策の課題があるこ
とを明らかにした研究（Ambus et al., 2007; Riggs 
et al., 2023）など、山林の所有規模は小さいものの、
社会・経済や政策立案に与える影響は無視できない
というものです。それゆえ、小規模林業の評価軸
は、木材生産だけでなく、人間と社会との結びつ
き、山林が位置する地域社会・経済や文化、必要に応
じて山林所有者の来歴にも留意する必要があります。

３．日本林政における小規模林業の位置づ
けとその変遷

　日本における所有林地の分散かつ零細である状況
は、明治時代の土地所有近代化や部落有林野の統一
政策に伴う共有林・入会林の分割を契機として、農
地と同様に「零細分散錯

さく

圃
ほ

制」といわれています（笠
松・泉，1994）。そして、第二次世界大戦後の木材
需要旺盛な環境下で、零細分散錯圃状態の林地にお
ける林業経営は、農業も営む生活実態に即して「農
家林業」と表現されました（紙野，1958）。さらに、
商工業を営む世帯も山林を所有・経営する場合もあ
ることを踏まえ、「農家林業」を「家族経営的林業」
という表現に改めて1960年「林業の基本問題と基
本対策」で登場しました。高度経済成長期の日本林
政は、小規模な山林を保有する世帯が営む「家族経
営的林業」を林業の担い手と捉え、育成対象として
明確に位置づけられました（農林漁業基本問題調査
会，1960）。この背景には、保有山林を含む複数か
らの収入を得ることで、災害や農産物の不作時など
に、危機回避として有効な世帯生計であること、世
帯と地域・集落の維持が表裏一体であったこと、な
どが読み取れます。
　しかし、こうした小規模林業を後押しする政策決
定は、家族経営的林業の基盤である農業、特に水稲
の労働時間が機械化や化学肥料の普及等によって減
り、余剰労働力が生じ始めた時期とちょうど重なり
ました。林業を営む農家では、農業機械の購入費用
返済のために賃労働に向かう必要が生じたため、小
規模林業経営は自家労働力の最適配分が可能な世帯
でのみ成立することとなりました（黒田，1979）。
さらに、工業化の進展による農村から都市への人口
流出で家族経営的林業の基盤たる自家労働力が弱体
化するなかで、1962年以降、森林組合による請負
協業化、団地化による森林施業が林政に据えられま
した（笠松・泉，1994）。そして、林業基本法の制
定（1964年）や林業構造改善事業の開始などにより、
小規模林業を育成する政策から経営の基盤強化（林
道整備や機械化）、原木の流通・加工施設の整備、
山林集約による施業規模の拡大が優先されるように
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なりました。小規模林業は、こうした対策のもと
で、森林組合を核とした地域林業を形成する一翼と
して位置づけられ、林業経営の基盤拡大のために、
山林保有規模の拡大ではなく、森林組合の広域合併
による組合経営基盤の安定化へと議論が展開しまし
た（堺，1993）。

４．政策立案への示唆
　戦後日本の林政を「経路依存」（ピアソン，2010）
の観点で評価するならば、出発点は家族経営的林業
の育成であり、農業を含む他産業の技術発展や世帯
生計の変容に応じて地域林業の基盤形成といった林
政の自己強化（正のフィードバック）がなされてき
たといえます。2021年６月に閣議決定された森林・
林業基本計画において、「専ら自家労働等により作
業を行い、農業などと複合的に所得を確保する主体
等については、地域の林業経営を前述の主体（筆者
補記：長期にわたる持続的な経営を担う主体）とと
もに相補的に支えるもの」と定め、1960年代に比
べて小規模林業に対する政策の位置づけは低下して
いるものの、今もなお、小規模林業を前提としつ
つ、機械化、原木の流通・加工施設の設備を推進す
るとした林政の体系は維持されています。
　しかし、日本の農山村は、一段の高齢化、人口減
少、離農、相続発生による山林保有者の不在村化な
どの諸課題を抱えており、家族経営的林業が成立で
きる地域は限定的です。さらに、山林保有者の一定
数は山林を相続せずに手放したいという実態（多
田，2023）があること、相続所有者不明土地の増
加が懸念されること等から、山林所有のあり方やそ
れに合わせた制度の構築が求められる時代へ突入し
ています（公益社団法人日本不動産学会ら，2018）。
特に、入会林野や共有林に由来する複雑な所有実態
は、「多数共有者型アンチ・コモンズ」や「零細分
散錯圃型アンチ・コモンズ」として議論が進んでお
り、山林の占有・共有についても制度改正が必要と
指摘されています（高村ら，2023）。ちなみに、
オーストリアでは、１ha未満への林地分割を原則
禁止しています。
　現在の日本林政は、国産材供給量の増大、再造林
推進など、林業・木材産業のグリーン成長を目指す
産業政策と、気候変動・生物多様性の保全対策、農
山村地域の維持・振興を図る地域政策も同時に達成
しなければならず、日本でも「森林紛争（forest 
conflict）」が生じ、林政を「再マッピング（Hayter 
and Clapp, 2020）」≒再構築しなければならない局
面に近づきつつあります。このとき、家族経営的林
業を代替する今日的な小規模林業を政策に落とし込
むことで、森林紛争を緩和ないし解消させることに
貢献すると考えられます。既に、植林ベンチャー、
半林半X、自伐型林業、酒造会社による林業経営、
地域おこし協力隊による林業参入など、今日的な小
規模林業が各地で実践され始めており、制度・政策
の再マッピングの可能性と必要性が示唆されます。
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